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2005年9月5日

国連改革：岐路に立つ日本外交

－総選挙が無視しているもの－
	外務省とNGOが国連改革について議論


· 2005年9月14～16日、ニューヨーク国連本部で190ヵ国近い世界の首脳・国家元首を集めて「世界サミット」が開催される。サミットでは、日本で報道されてきた安保理改革の他、2000年に189ヵ国が合意した「ミレニアム宣言」の進捗状況をレビューし、平和、開発、人権それぞれの分野の課題を、その連関性を重視した国連機構の包括的改革案が議論される。これに先立ち、8月30日、外務省三田共用会議所で外務省と国連改革に関心を持つNGOのネットワーク「国連改革を考えるNGO連絡会」
の共催によって「国連改革に関するパブリック・フォーラム」が開催された。

· フォーラムは、約150人のNGO、学者・研究者、国際機構関係者、市民などの参加を得て、開発、平和、人権の分野別の分科会の後、それぞれの課題をグローバルな視点から論議し、国連機構をどのように改革し、これに日本がどう貢献すべきかの議論を行った。課題は多岐にわたり、多数の参加者による議論ではあったが、適度の拡散はあったものの、いくつかの点で政府と市民の間で認識の一致や共有できる意見もあった。特に、開発、平和、人権の相互連関性の重要性について認識が一致し、またそれらの中心に最も弱い立場に置かれた人々を優先する「人間の安全保障」を置き、その実現を推進することの必要性が共有された。フォーラムは、全体会の最後に議長がサマリーを発表して閉会した
。

· 国連改革は、サミットを直前に控えて、米国の強行な修正案を巡って混迷している。国内では9月11日の衆議院選挙を控えて、メディアの報道も選挙一色の様相を呈している。国連を通じた国際協力は、日本の外交政策の柱の一つであり、また国際社会が国連改革を真剣に議論している時に、日本がどのような政策行動を取ろうとするのか、もっと注目されてよいはずである
。今回、このような多数の参加者を得たことは、市民が今後の日本の外交に強い関心を持っていることの表れと言えるだろう。

· 最後に、国連首脳会議を前に、国連改革に関して本件フォーラムが開催されたことは外務省、NGO双方にとり画期的かつ有益であることが確認された。国連改革議論は、国連においても今後も議論が続いていくと思われるが、このような率直で建設的な意見交換ができるフォーラムを国連総会の前後年２回開催することを外務省と参加者の間で確認した。
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� 現在、市民外交センター、ピースボート、日本国際ボランティアセンターによって構成されている。


� 議長サマリーは、外務省及び「国連改革を考えるNGO連絡会」を構成するNGOのホームページで公開される予定。


�　英紙フィナンシャル・タイムズは29日、日本衆院の選挙戦で対中関係をはじめとする外交問題が無視されていることに苦言を呈する社説を掲載した。http://news.ft.com/cms/s/97d20078-1829-11da-a14b-00000e2511c8.html





